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2. 先進的で、バランスがあり、法治にもとづいた民主的な社会を築く  
3. 海洋国家としてのアイデンティティを強化するような自由積極外交を展開する  
4. インドネシア人の生活の質を高め、先進的で豊かなものにする  
5. 競争力のある国民を形づくる  
6. 自立し先進的で強固であり、かつ国益にもとづいた海洋国家を実現する  













































る灌漑整備・改修、ジャワ島外における 100 万 ha の農地開拓などが掲げられている。多様なル
ートを通じて所得分配制度の設計を改変し、生産的事業あるいは人的資本への投資へと財政資金
を配分することが重視されている。 
 
第三の特徴は、インドネシア中心志向性である。政策レベルでみると、たとえば、エネルギー、
鉱物資源、海洋資源などの国益に沿った活用、未加工で輸出してきた資源の国内での加工、資源
産業などにおける外国依存の低減、銀行部門における外国による買収に対する制限や互恵主義、
規格外・不正輸入品の制御、国産品の競争力強化などにインドネシア中心志向性が表れている。 
 
庶民出身のジョコウィ大統領が掲げる分配政策に社会の期待は膨らむが、安定的成長やインフラ
整備がなければ分配すべき果実は生まれない。また、ナショナリズムが内向きに傾けば、インド
ネシアの競争力向上を阻害することになるだろう。そのことを、企業家であり合理主義者である
ジョコウィはよく理解していよう。新政権の政策運営には絶妙なバランスが求められることにな
る。 
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